
●金融経済環境
　当中間連結会計期間のわが国経済は、海外経済が
減速する中、年初来の円高・株安や節約志向の高まり
などから、停滞感が強まる展開となりました。この間、
企業部門では、輸出関連企業を中心とした収益悪化
懸念などから設備投資は伸び悩み、個人消費は、雇用・
所得情勢の改善にもかかわらず力強さを欠いたほか、
インバウンド需要も一巡するなど、内需・外需ともに
けん引役を欠き、先行きに対する不透明感が漂う中で
期を終えることとなりました。
　
●営業の経過及び成果
　このような環境のなかにありまして、当行グループ
は経営の効率化と業績の向上に努めました結果、当中
間連結会計期間の業績は次のとおりとなりました。

　預金・譲渡性預金の当中間連結会計期間末残高につ
きましては、個人預金や法人預金を中心に前連結会計
年度末比1,269億円増加し、７兆3,176億円となりました。
　次に、貸出金の当中間連結会計期間末残高につきま
しては、企業向け貸出や個人向け貸出を中心に前連結
会計年度末比1,371億円増加し、４兆7,355億円となり
ました。　
　さらに、有価証券の当中間連結会計期間末残高につ
きましては、金利や株価、為替などの市場動向に注視
しつつ、適切な運用に努めました結果、前連結会計年
度末比488億円増加し、２兆8,559億円となりました。
なお、時価会計に伴う評価差額（含み益）は、前連結
会計年度末比808億円増加し、4,736億円となっており
ます。
　また、当中間連結会計期間末の総資産につきまして
は、前連結会計年度末比2,626億円増加し、８兆4,170億
円となり、株主資本は、利益剰余金の増加により前連結
会計年度末比83億円増加し、3,869億円となりました。
　当中間連結会計期間における損益状況につきまして
は、経常収益は、その他業務収益が増加したものの、
資金運用収益を中心に前年同期比44億61百万円減少し、
553億24百万円となりました。

　一方、経常費用につきましては、営業経費を中心に
前年同期比４億48百万円増加し、394億98百万円と
なりました。
　この結果、経常利益は、前年同期比49億９百万円
減少し、158億26百万円となり、親会社株主に帰属する
中間純利益は、前年同期比31億円減少し、106億２百万円
となりました。
　当中間連結会計期間のセグメント別の業績につきま
しては、当行グループの中心である銀行業において、
経常収益は、前年同期比47億15百万円減少し、511億
58百万円となり、セグメント利益は、前年同期比50億
93百万円減少し、143億67百万円となりました。
　また、その他において、経常収益は、前年同期比
２億11百万円増加し、54億７百万円となり、セグメント
利益は、前年同期比１億82百万円増加し、14億77百万円
となりました。
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主要な経営指標の推移
●連結経営指標 （単位：百万円）
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●単体経営指標
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